
平成２８年度定例監査実施結果（上期）の概要

                           

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき執行した監査の結果に関する報告を同条第９項の規定によ

り公表する。

１ 監査実施所属数 上期分１４４所属（年間定例監査対象所属数２６１所属）

２ 監査対象期間  平成２７年度

３ 監査の実施期間 平成２８年４月２０日～平成２８年９月２日

４ 監査の方法

  定例監査は、監査対象期間における財務に関する事務及び工事の執行状況について、抽出の方法に

より、諸帳簿及び証明書類等を照査するとともに、現地調査、職員からの事情聴取により実施した。

定例監査を効果的に実施するため、重点的に監査を行う事項（以下「重点事項」という。）を定めて

監査を実施しており、今年度は「公共料金の支払いに係る自動口座振替事務は、適切に行われている

か。」を重点事項及び行政監査として定例監査と併せて実施している。

５ 監査結果処理区分

・指摘事項 法令等に違反するなど著しく不適切な事務処理等と認められるもの

・指導事項  指摘事項以外で特に改善を要すると認められるもの

・注意事項  不適切な処理の内容が軽易なもので、単純な誤謬に起因すると認められるもの

・意 見  監査の結果に基づき、組織及び運営の合理化等に資すると認められる事項

６ 監査の結果

指摘事項、指導事項、注意事項、意見とした区分の集計は、次のとおりである。

指摘事項 ４件 指導事項 １５６件 注意事項 ４０件 意見 ２件 合計 ２０２件

（区分毎の内訳は、別添県公報参照）

＜参考：平成２７年度定例監査実施結果（上期）＞

指摘事項 ４件 指導事項 １４４件 注意事項 ２１件 意見 ０件 合計 １６９件

７ 指摘事項の概要（詳細は別添県公報のとおり）

  著しく不適切な事務処理と認められるものが、４所属で４件あった。

（１）[総務部 人事課]（給与）

昨年度の定例監査で、扶養手当の認定において、扶養親族のうち１人の支給額が加算されて

いたが、扶養親族簿による認定・確認が行われていなかったため指導事項とした。今年度の監査

でも、扶養手当の確認において、扶養親族簿による認定・確認が行われていないものがあった。
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（２）[産業労働部 労政雇用課] （支出）

昨年度の定例監査で、山梨県緊急雇用創出事業臨時特例基金事業市町村補助金について、

実績報告書が補助金交付要綱に定める提出期限を遅延して提出されているものがあったことから

指導事項とした。今年度の監査でも、山梨県緊急雇用創出事業臨時特例基金事業市町村補助金

について、実績報告書が補助金交付要綱に定める提出期限を遅延して提出されているものが複

数あった。

（３）[観光部 観光企画課] （給与）

週休日の振替において、同一週内の振替が困難なため、一週間の勤務時間が週休日の勤務

時間を含めて３８時間４５分を超える部分について、２５／１００の時間外勤務手当を支給すべきとこ

ろ、支給されていなかった。（合計 213,200 円）

（４）[企業局 総務課] （その他）

物品に関する事務等、財務に関する事務について、指導事項に該当する不適切な事務処理が

多数あった。指導事項 ８件（物品３、工事１、その他４）

８ 指導事項の主な内容

（１）収入（４８件） 収入未済（３３件）など

（２）支出（１５件） 資金前渡事務が適切に行われていなかったもの（６件） など

（３）給与（１９件） 諸手当の支給に係る事務が適切に行われていなかったもの（８件）など

（４）物品（１９件） 占有物品の受入・払出に係る事務が適切に行われていなかったもの（７件）

など

（５）財産（２３件） 取得用地の未登記（１０件）など

（６）契約（２０件） 契約書の記載内容に不備があったもの（１０件）など

（７）工事（５件） 公共工事の契約内容が山梨県公共事業ポータルサイトの情報公開サービス

にて公表されていなかったもの（４件）など

（８）重点事項（３件）見込払の前渡資金の精算事務が適切に行われていなかったもの（２件）など

９ 注意事項の主な内容

（１）支出（５件） 補助金額確定通知に記載されている年月日の誤り（２件）など

（２）物品（１０件） 郵便切手類受払簿の記載誤りや記載漏れ（６件）など

（３）契約（１７件） 契約書に貼付された印紙税額の誤り（１２件）など

１０ 意見の内容

（１）物品（１件）  公印保管台帳の取扱い等の事務について明確に定めるよう公印規程等の

検討を求めたもの

（２）財産（１件）   普通財産の貸付料の算定基準を定めることについて検討を求めたもの


